
2022年12月期 第2四半期決算短信〔日本基準〕（非連結）

2022年8月3日

上場会社名 オリジナル設計株式会社 上場取引所 東

コード番号 4642 URL https://www.oec-solution.co.jp

代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名） 菅　伸彦

問合せ先責任者 （役職名） 取締役執行役員財務部長 （氏名） 吉良　薫 TEL 03-6757-8800

四半期報告書提出予定日 2022年8月4日

配当支払開始予定日 ―

四半期決算補足説明資料作成の有無 ： 無

四半期決算説明会開催の有無 ： 無

（百万円未満切捨て）

1. 2022年12月期第2四半期の業績（2022年1月1日～2022年6月30日）

(1) 経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年12月期第2四半期 3,416 △1.9 591 △4.8 594 △10.8 382 △12.0

2021年12月期第2四半期 3,481 △4.2 621 △10.5 665 0.4 434 0.7

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後

1株当たり四半期純利益
円 銭 円 銭

2022年12月期第2四半期 65.29 ―

2021年12月期第2四半期 74.39 ―

(2) 財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

2022年12月期第2四半期 7,727 6,089 78.8

2021年12月期 7,099 5,914 83.3

（参考）自己資本 2022年12月期第2四半期 6,089百万円 2021年12月期 5,914百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年12月期 ― 0.00 ― 32.00 32.00

2022年12月期 ― 0.00

2022年12月期（予想） ― 32.00 32.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 2022年12月期の業績予想（2022年 1月 1日～2022年12月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 6,400 3.1 630 9.4 630 0.7 380 1.0 64.87

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年12月期2Q 7,796,800 株 2021年12月期 7,796,800 株

② 期末自己株式数 2022年12月期2Q 1,938,573 株 2021年12月期 1,938,573 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年12月期2Q 5,858,227 株 2021年12月期2Q 5,840,816 株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　2022年２月４日の業績予想を修正していません。上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、
今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。なお、上記予想に関する事項はＰ３「（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧くださ
い。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

我が国の上下水道インフラ資産は、約130兆円との内閣府の試算があり、セクター別で道路に次ぐストックがあり

ます。このうち、上水道はほぼ普及し、国内の全管路延長は約72万kmに達していますが、管路の年間更新率は全国

平均で0.68％と低く、管路をすべて更新するのに約130年かかる計算となっています。水道管路は法定耐用年数が40

年でありますが、高度成長期に大量に整備された管路施設の更新が進まないため、管路の老朽化はますます上昇す

ると見込まれ、安全な水を安定的に給水するために経年管路の更新が重要な課題となっています。

下水道分野については、全国の汚水処理人口普及率が92.1％（2020年度末）となっていますが、そのうち下水道

によるものが80.1％にとどまり、未だに約990万人が汚水処理施設を利用できない状況にあり、普及促進の加速が求

められています。施設の新設のニーズは減少の一途を辿っていますが、高度成長期に急速に整備した上下水道施設

は毎年大量に耐用年数を迎え、安心・安全で文化的生活を送るために不可欠なこれらのインフラ資産を維持、更新

していくことが求められています。また、近年頻発するゲリラ豪雨、大型台風による風水害などから人命や資産を

守る浸水対策や地震が発生してもトイレが使えるなどの耐震化、津波に強い下水道施設の補強対策、脱炭素・循環

型社会への転換を向けた「グリーンイノベーション下水道」に向けた取り組みなどのニーズも高まっています。

2022年３月に可決・成立した我が国の令和４年度予算のうち、当社の事業と関わりの深い下水道予算を含む「社

会資本総合整備」の配分総額は、国費１兆3,813億円で、この内訳は防災・安全交付金8,009億円、社会資本整備総

合交付金が5,803億円となっています。交付金の実施個所は自治体の裁量に委ねられているため、下水道事業に限っ

た配分額は明らかではありません。他方、予算規模の大きい全国の政令指定都市と東京都区部の下水道事業費の合

計額は約6,202億円、前年度当初比で1.4％増となっています。

当社は、このような事業環境のもと、主に、上水道分野では、「安全・強靭・持続・連携・挑戦」をキーワード

とした厚生労働省水道課が掲げる新水道ビジョンに則ったアセットマネジメント関連業務の積極的な受注活動を展

開しております。下水道分野では、国土交通省下水道部の主要７大テーマ、「震災復旧・復興の支援の強化と全国

的な安全・安心対策の実施」、「未普及地域の早期解消」、「水環境マネジメントの推進」、「施設管理・運営の

適正化」、「下水道経営の健全化」、「低炭素・循環型社会への取組推進」及び「国際展開と官民連携による水ビ

ジネスの国際展開」に沿った受注活動を展開しました。更に、総務省が支援を行っている簡易水道・下水道事業に

おける地方公営企業法の適用による公営企業会計の導入支援関連業務、下水道事業経営戦略策定業務等の受注活動

などを推進しております。国内市場においては、既存顧客である地方公共団体の施設整備状況や事業課題を熟知す

る当社の優位性を背景に、きめ細かい技術提案、柔軟な顧客サービスの提供を通じたリピート率の高い受注活動と

ともに、積み上げた業務実績を基に新規開拓営業を展開しております。海外分野では、官民連携による新興国の案

件発掘などの受注活動を展開しております。

他方、社内の就労環境については、全社９割以上の社員にスマートフォンとノートパソコンを支給し、オフィス

ではフリーアドレスの環境で、在宅勤務や外出先でもテレワーク環境を活用しております。更に、全社で意識付け

を行っている社内の各階層での迅速な情報共有・チャットの活用、部署別経営指標の随時確認による部署課題への

スピーディな対応、受注プロジェクトの適正な予算・工程・進捗・外注管理、社内エンジニアのスキル向上、次代

を担う若手人材の確保・育成、改正労働基準法を遵守した残業時間の削減、健康経営の促進、時差出勤制度、有給

休暇の取得促進など、社員一人ひとりがそれぞれの事情に応じてメリハリをつけて働くことができる社内制度の活

用などにより、生産性向上と原価低減を図り、社員還元と収益の拡大に努めております。

当四半期会計期間中、新型コロナウイルス感染者数はワクチン接種率の増加やウイルスの弱毒化などにより減少

傾向が続き、重症者数も減し、政府等からの行動自粛要請が少なくなってきました。このような社会情勢により、

当社の技術スタッフの多くが居住する大都市から、多くの顧客を抱える地方部への打合せ協議などがスムーズにな

ってきました。また、海外案件については入出国の際のコロナウイルス検査プロセスが緩和された国への渡航が再

開されてきました。一方、前年同四半期と比較して、顧客である地方公共団体の発注がやや遅い傾向が見られまし

た。また、当社の社内生産体制を強化に向けて技術部門の組織再編と社内予算管理システムの更新を行ったこと、

並びに会計年度末工期案件の繰り越し案件の進捗遅延等により、前年同期比で売上高や営業利益等が微減となりま

した。

この結果、当第２四半期累計期間の受注高は23億８千３百万円(前年同四半期比6.1％減)となりました。一方、完

成業務高は34億１千６百万円(前年同四半期は34億８千１百万円)、営業利益は５億９千１百万円(前年同四半期は６

億２千１百万円)、経常利益は５億９千４百万円(前年同四半期は６億６千５百万円)、四半期純利益は３億８千２百
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万円(前年同四半期は４億３千４百万円)となりました。

収益認識会計基準等の適用により、当第２四半期累計期間の完成業務高は４千５百万円、完成業務原価は１百万

円増加し、営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益はそれぞれ４千３百万円増加しております。

当社における事業部門別の業績は、次のとおりであります。

［建設コンサルタント部門］

建設コンサルタント部門につきましては、受注高は21億１千８百万円(前年同四半期比2.4％減)となりました。一

方、完成業務高は31億円(前年同四半期は32億１千９百万円)となりました。

［情報処理部門］

情報処理部門につきましては、受注高は２億６千４百万円(前年同四半期比28.2％減)となりました。一方、完成

業務高は３億１千５百万円(前年同四半期は２億６千２百万円)となりました。

　

（２）財政状態に関する説明

①資産、負債及び純資産の状況

（流動資産）

当第２四半期会計期間における流動資産は、63億５千６百万円（前事業年度末比9.1%増）となりました。これは

主に業務代金の入金により「現金及び預金」が増加、「完成業務未収入金」が減少したことによるものでありま

す。

（固定資産）

当第２四半期会計期間における固定資産は、13億７千１百万円（前事業年度末比7.7%増）となりました。これは

主に投資有価証券の取得により「投資その他の資産」が増加したことによるものであります。

（流動負債）

当第２四半期会計期間における流動負債は、14億７千７百万円（前事業年度末比48.6%増）となりました。これは

主に「未払法人税等」が増加、業務代金の入金により「未成業務受入金」が増加及び夏期賞与の未払費用計上によ

り「その他」が増加したことによるものであります。

(固定負債）

当第２四半期会計期間における固定負債は、１億６千万円（前事業年度末比15.8%減）となりました。これは主に

「退職給付引当金」及び「リース債務」が減少したことによるものであります。

（純資産）

当第２四半期会計期間における純資産は、60億８千９百万円（前事業年度末比3.0%増）となりました。これは主

に四半期純利益の計上により「利益剰余金」が増加したことによるものであります。

②キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、49億６千７百万円（前

事業年度末比75.1%増）になりました。

当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とその要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により獲得した資金は24億８千７百万円（前年同四半期比12.3%増）となりました。これは主に税引前四

半期純利益の計上、売上債権の減少によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により使用した資金は１億４千８百万円（前年同四半期比63.1%増）となりました。これは主に投資有価

証券の取得によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により使用した資金は２億８百万円（前年同四半期比0.5%減）となりました。これは主に配当金の支払

いによるものであります。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

2022年２月４日に公表した業績予想につきましては、現時点において変更しておりませんが、今後様々な要因

を精査し、修正が必要になった場合には速やかに開示いたします。
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２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2021年12月31日)

当第２四半期会計期間
(2022年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,552,478 5,683,915

完成業務未収入金 2,202,044 -

完成業務未収入金及び契約資産 - 590,271

その他 71,707 82,517

流動資産合計 5,826,230 6,356,704

固定資産

有形固定資産 492,423 468,476

無形固定資産 130,567 129,330

投資その他の資産 650,508 773,233

固定資産合計 1,273,498 1,371,040

資産合計 7,099,729 7,727,745

負債の部

流動負債

業務未払金 240,019 70,915

リース債務 33,699 33,106

未払法人税等 141,001 234,325

未成業務受入金 116,730 473,961

賞与引当金 40,137 70,562

受注損失引当金 20,290 21,146

株式給付引当金 14,076 14,076

その他 387,812 559,090

流動負債合計 993,767 1,477,184

固定負債

退職給付引当金 38,678 21,042

株式給付引当金 18,245 18,005

リース債務 77,640 65,146

資産除去債務 49,789 50,057

その他 6,720 6,720

固定負債合計 191,074 160,972

負債合計 1,184,841 1,638,156

純資産の部

株主資本

資本金 1,093,000 1,093,000

資本剰余金 2,874,232 2,874,232

利益剰余金 3,499,411 3,661,084

自己株式 △1,569,735 △1,569,735

株主資本合計 5,896,907 6,058,581

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 17,979 31,007

評価・換算差額等合計 17,979 31,007

純資産合計 5,914,887 6,089,588

負債純資産合計 7,099,729 7,727,745
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（２）四半期損益計算書

第２四半期累計期間

(単位：千円)
前第２四半期累計期間
(自 2021年１月１日
　至 2021年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年６月30日)

完成業務高 3,481,466 3,416,257

完成業務原価 2,203,350 2,157,266

売上総利益 1,278,116 1,258,990

販売費及び一般管理費 656,687 667,143

営業利益 621,428 591,847

営業外収益

受取利息 52 53

有価証券利息 1,200 1,750

受取配当金 3,083 3,376

匿名組合分配金 2,226 -

投資有価証券売却益 1,240 -

投資有価証券償還益 38,545 -

受取手数料 1,215 1,215

為替差益 1,111 2,644

その他 3,612 5,282

営業外収益合計 52,287 14,322

営業外費用

支払利息 1,689 1,431

株式関係費用 5,957 6,091

投資有価証券評価損 - 4,191

その他 441 352

営業外費用合計 8,088 12,066

経常利益 665,627 594,103

特別利益

工事補償損失戻入額 1,067 -

特別利益合計 1,067 -

特別損失

固定資産除却損 596 0

特別損失合計 596 0

税引前四半期純利益 666,098 594,103

法人税、住民税及び事業税 235,364 207,016

法人税等調整額 △3,757 4,599

法人税等合計 231,606 211,615

四半期純利益 434,491 382,487
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（３）四半期キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前第２四半期累計期間
(自 2021年１月１日
　至 2021年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 666,098 594,103

減価償却費 57,166 54,324

賞与引当金の増減額（△は減少） 30,935 30,425

受注損失引当金の増減額（△は減少） 5,694 2,638

株式給付引当金の増減額（△は減少） △709 △239

退職給付引当金の増減額（△は減少） △12,937 △17,636

受取利息及び受取配当金 △6,562 △5,179

支払利息 1,689 1,431

売上債権の増減額（△は増加） 1,457,851 1,566,638

未成業務支出金の増減額（△は増加） 313 △887

仕入債務の増減額（△は減少） △165,799 △169,103

未成業務受入金の増減額（△は減少） 196,330 357,230

その他 109,799 185,382

小計 2,339,869 2,599,126

利息及び配当金の受取額 6,562 5,180

利息の支払額 △1,689 △1,431

工事補償損失の支払額 △35,632 -

法人税等の支払額 △93,181 △115,416

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,215,928 2,487,458

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △5,424 △19,486

無形固定資産の取得による支出 △19,670 △22,663

敷金及び保証金の差入による支出 △1,035 △4,210

敷金及び保証金の回収による収入 257 337

投資有価証券の取得による支出 △310,000 △100,000

投資有価証券の売却による収入 100,862 -

投資有価証券の償還による収入 146,040 -

その他の支出 △3,717 △3,777

その他の収入 1,621 1,267

投資活動によるキャッシュ・フロー △91,066 △148,533

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △20,428 △17,404

配当金の支払額 △188,817 △190,736

財務活動によるキャッシュ・フロー △209,246 △208,141

現金及び現金同等物に係る換算差額 348 642

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,915,963 2,131,426

現金及び現金同等物の期首残高 2,660,092 2,836,362

現金及び現金同等物の四半期末残高 4,576,055 4,967,789
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（４）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

(収益認識に関する会計基準等の適用)

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

従来は、進捗部分について成果の確実性が認められる業務については工事進行基準を、その他の業務については

工事完成基準を適用しておりましたが、履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法に

変更しております。履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、発生したコストに基づいたインプット法によ

り行っております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期会計期

間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当第２四半期累計期間の完成業務高は45,131千円、完成業務原価は1,782千円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前四半期純利益はそれぞれ43,348千円増加しております。また、利益剰余金の当期首残高への影響は

軽微であります。

収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「完成業

務未収入金」は、第１四半期会計期間より、「完成業務未収入金及び契約資産」に含めて表示することとしまし

た。なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度について新たな表示方法によ

り組替えを行っておりません。また、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 2020年３月31

日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第１四半期累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解

した情報を記載しておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定め

る新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期財務諸表への影響はありませ

ん。

（セグメント情報等）

前第２四半期累計期間(自 2021年１月１日 至 2021年６月30日)及び当第２四半期累計期間(自 2022年１月１

日 至 2022年６月30日)

当社は、建設コンサルタント事業並びにこれらに付帯する業務の単一セグメントであるため、記載を省略してお

ります。

　


